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熊本県告示第７５９号 
 次の保安林の指定施業要件を変更するので、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３ 
３条の３において準用する同法第３０条の２の規定により告示する。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県天草市（国有林。次の図に示す部分に限る。）、天草市（ 
 次の図に示す部分に限る。） 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    天草市（国有林。次の図に示す部分に限る。）、天草市（次の図に示す部分に限 
   る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林局森林保全課及び熊本県天草広域本部並びに天草市役所に備え置いて縦覧に供する｡) 

 
 
熊本県告示第７６０号 
 次の保安林の指定施業要件を変更するので、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３ 
３条の３において準用する同法第３０条の２の規定により告示する。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県天草市（国有林。次の図に示す部分に限る。）、天草市（ 
 次の図に示す部分に限る。） 
２ 指定の目的 土砂の崩壊の防備 
３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 
  ア 主伐は、択伐による。 
  イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林局森林保全課及び熊本県天草広域本部並びに天草市役所に備え置いて縦覧に供する｡) 

 
 
熊本県告示第７６１号 
 次の保安林の指定施業要件を変更するので、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３ 
３条の３において準用する同法第３０条の２の規定により告示する。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県天草市（次の図に示す部分に限る。） 
２ 指定の目的 落石の危険の防止 
３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    天草市（次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林局森林保全課及び熊本県天草広域本部並びに天草市役所に備え置いて縦覧に供する｡) 

 
 
熊本県告示第７６２号 
 次の保安林の指定施業要件を変更するので、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３ 
３条の３において準用する同法第３０条の２の規定により告示する。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県天草市（次の図に示す部分に限る。） 
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２ 指定の目的 公衆の保健 
３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    天草市（次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林局森林保全課及び熊本県天草広域本部並びに天草市役所に備え置いて縦覧に供する｡) 

 
 
熊本県告示第７６３号 
 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項（中国残留邦人等の円滑
な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法
律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項においてその例による場合を含む。）の規定
により指定介護機関として次のとおり指定したので、生活保護法第５５条の３（中国残留
邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支
援に関する法律第１４条第４項においてその例による場合を含む。）の規定により告示す
る。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
（介護予防訪問リハビリテーション） 

事業者の名称及び主たる事務所の所 

在地 
事業所の名称及び所在地 指定年月日 

医療法人 回生会 

上益城郡嘉島町鯰１８８０番 

熊本回生会病院 

上益城郡嘉島町鯰１８８０

番 

令和５年（２０２

３年）８月１日 

医療法人社団 順幸会 

阿蘇郡南阿蘇村立野１８５－１ 

阿蘇立野病院 

阿蘇郡南阿蘇村立野１８５

－１ 

平成１８年（２０

０６年）４月１日

（介護予防訪問看護） 

事業者の名称及び主たる事務所の所 

在地 
事業所の名称及び所在地 指定年月日 

医療法人社団 順幸会 

阿蘇郡南阿蘇村立野１８５－１ 

阿蘇立野病院 

阿蘇郡南阿蘇村立野１８５

－１ 

平成１８年（２０

０６年）４月１日

（介護予防居宅療養管理指導） 

事業者の名称及び主たる事務所の所 

在地 
事業所の名称及び所在地 指定年月日 

医療法人社団 順幸会 

阿蘇郡南阿蘇村立野１８５－１ 

阿蘇立野病院 

阿蘇郡南阿蘇村立野１８５

－１ 

平成１８年（２０

０６年）４月１日

有限会社マツヤファーマシー 

上益城郡嘉島町鯰１８５５－１ 

かしま調剤薬局  

上益城郡嘉島町鯰１８５５

－１ 

平成１８年（２０

０６年）４月１日

（介護予防通所リハビリテーション） 

事業者の名称及び主たる事務所の所 

在地 
事業所の名称及び所在地 指定年月日 

医療法人社団 順幸会 

阿蘇郡南阿蘇村立野１８５－１ 

阿蘇立野病院 

阿蘇郡南阿蘇村立野１８５

－１ 

平成２４年（２０

１２年）４月１日

（居宅療養管理指導） 

事業者の名称及び主たる事務所の所 

在地 
事業所の名称及び所在地 指定年月日 

有限会社マツヤファーマシー 

上益城郡嘉島町鯰１８５５－１ 

かしま調剤薬局  

上益城郡嘉島町鯰１８５５

平成１６年（２０

０４年）４月１日
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熊本県告示第７６４号 
 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第
５０条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び
特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項において
その例による場合を含む。）の規定により次の指定介護機関から事業の廃止の届出があっ
たので、生活保護法第５５条の３（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条第４項においてその
例による場合を含む。）の規定により告示する。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
（福祉用具貸与） 

事業者の名称及び主たる事務所

の所在地 
事業所の名称及び所在地 廃止年月日 

豊田実業株式会社 

水俣市浜松町５番１５号 

豊田実業株式会社 

水俣市古賀町２丁目６番１６

号 

令和５年（２０２３

年）７月３１日 

（介護予防福祉用具貸与） 

事業者の名称及び主たる事務所

の所在地 
事業所の名称及び所在地 廃止年月日 

豊田実業株式会社 

水俣市浜松町５番１５号 

豊田実業株式会社 

水俣市古賀町２丁目６番１６

号 

令和５年（２０２３

年）７月３１日 

（特定福祉用具販売） 

事業者の名称及び主たる事務所

の所在地 
事業所の名称及び所在地 廃止年月日 

豊田実業株式会社 

水俣市浜松町５番１５号 

豊田実業株式会社 

水俣市古賀町２丁目６番１６

号 

令和５年（２０２３

年）７月３１日 

（特定介護予防福祉用具販売） 

事業者の名称及び主たる事務所

の所在地 
事業所の名称及び所在地 廃止年月日 

豊田実業株式会社 

水俣市浜松町５番１５号 

豊田実業株式会社 

水俣市古賀町２丁目６番１６

号 

令和５年（２０２３

年）７月３１日 

 
 
熊本県告示第７６５号 
 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第
５０条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び
特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項において 
その例による場合を含む。）の規定により次の指定介護機関から変更の届出があったので、 
生活保護法第５５条の３（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残
留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条第４項においてその例による
場合を含む。）の規定により告示する。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
（訪問看護） 

事 業 者 の 名 称 及 び 主

たる事務所の所在地 

事業所の名称及び所

在地 

変更事項 
変更年月日

旧 新 

株式会社 エヌ・テ 

ィシステムズ 

菊池郡菊陽町津久礼

１７３番地１２ 

訪問看護ステーショ

ン ソレイユ 

菊池郡菊陽町津久礼

１７３番地１２ 

事業所所在地 令和４年（ 

２０２２年 

）８月１６ 

日 

菊池郡菊陽

町原水１１

５７－３ 

菊池郡菊陽

町津久礼１

７３番地１

２ 
（介護予防訪問看護） 

事業者の名称及び主 事業所の名称及び所 変更事項 変更年月日
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たる事務所の所在地 在地 旧 新  

株式会社 エヌ・テ 

ィシステムズ 

菊池郡菊陽町津久礼

１７３番地１２ 

訪問看護ステーショ

ン ソレイユ 

菊池郡菊陽町津久礼

１７３番地１２ 

事業所所在地 令和４年（ 

２０２２年 

）８月１６ 

日 

菊池郡菊陽

町原水１１

５７－３ 

菊池郡菊陽

町津久礼１

７３番地１

２ 
（居宅介護支援） 

事 業 者 の 名 称 及 び 主

たる事務所の所在地 

事業所の名称及び所

在地 

変更事項 
変更年月日

旧 新 

社会福祉法人天龍会 

八代市本野町２０７

６番地 

すずらんの里居宅介

護支援事業所 

八代市本野町２５６

８番地１ 

事業所所在地 令和５年（ 

２０２３年 

）９月１日 

八代市葭牟

田町４３５ 

八代市本野

町２５６８

番地１ 

社会福祉法人 やま

なみ会 

阿蘇市黒川４３１番

地 

居宅介護支援事業所

ひごたい 

阿蘇郡産山村田尻６

１８番地２ 

事業所名称 令和５年（ 

２０２３年 

）７月１日 

居宅介護支

援事業所 

福祉サービ

スセンター

ほっと館 

居宅介護支

援事業所 

ひごたい 

社会福祉法人 やま

なみ会 

阿蘇市黒川４３１番

地 

居宅介護支援事業所

ひごたい 

阿蘇郡産山村田尻６

１８番地２ 

事業所所在地 令和５年（ 

２０２３年 

）７月１日 

阿蘇郡産山

村大利６５

７－２ 

阿蘇郡産山

村田尻６１

８－２ 
（通所介護） 

事 業 者 の 名 称 及 び 主

たる事務所の所在地 

事業所の名称及び所

在地 

変更事項 
変更年月日

旧 新 

有限会社ラポール新

世園 

八代市古閑下町２２

２４番地 

デイサービスセンタ

ー招福の里 

八代市萩原町１丁目

６－３２ 

事業所所在地 令和５年（ 

２０２３年 

）９月１１ 

日 

八代市古閑

下町１７９

８番地 

八代市萩原

町１丁目６

－３２ 
（通所型サービス） 

事 業 者 の 名 称 及 び 主

たる事務所の所在地 

事業所の名称及び所

在地 

変更事項 
変更年月日

旧 新 

有限会社ラポール新

世園 

八代市古閑下町２２

２４番地 

デイサービスセンタ

ー招福の里 

八代市萩原町１丁目

６－３２ 

事業所所在地 令和５年（ 

２０２３年 

）９月１１ 

日 

八代市古閑

下町１７９

８番地 

八代市萩原

町１丁目６

－３２ 
 

 
熊本県告示第７６６号 
 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和２８年法律第３５号）第５６条
第７項及び飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律施行令（昭和５１年政令第１
９８号）第１１条第４項の規定により、令和５年（２０２３年）９月に収去した飼料の試
験結果の概要を次のとおり公示する。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
栄養成分に関する検査 

製造事業 

場等の名 

称及び所 

在地 

収去場所 

飼料又は 

飼料添加 

物の区分 

飼料又は 

飼料添加 

物の名称 
製造年月 試験項目 

違反の 

有無 

ジェイエ

イ北九州

くみあい

飼料株式 

熊本県畜

産農業協

同組合 

中央支所 

肉牛繁殖

用配合飼

料・肉用 

馬肥育用 

ITOCHU  

熊畜繁殖

用 

令和５年（２

０２３年）８

月 

栄養成分

等－粗た

ん白質、

粗脂肪、 

無 
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会社  

熊本工場 

（八代 

市） 

（菊池 

市） 

配合飼料   粗繊維、

粗灰分、

カルシウ

ム、リン 

 

 
 
熊本県告示第７６７号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のとおり道路
の区域を変更する。 
 その関係図面は、令和５年（２０２３年）１０月１７日から６０日間、熊本県土木部道
路都市局道路保全課において一般の縦覧に供する。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び区域を変更する区間等 

道路の種類 路線名 区域を変更する区間 
前

後

幅 員 

(ﾒｰﾄﾙ) 

延 長 

(ﾒｰﾄﾙ) 
備 考

主要地方道 熊本高森

線 

上益城郡益城町大字馬水字駿

ヶ原 

   ６３２番１１地先から

同所 

   ６６１番１６地先まで

 

前 

27.0 

 ～ 

27.0 

 

47.5 

交安街

 

後

27.0 

 ～

36.2 

 

47.5 

２ 区域を変更する期日 令和５年（２０２３年）１０月１７日 
 
 
 
 
 
熊本県公告第６４４号 
  測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第１４条第１項の
規定により熊本市長から次のとおり公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第３
９条において準用する同法第１４条第３項の規定により公告する。 
    令和５年（２０２３年）１０月１７日 
                                     熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

作 業 種 類 作 業 期 間 作 業 地 域 

公共測量（デジタルカラ

ー撮影・写真地図作成） 

令和５年（２０２３年） 

１１月１日から 

令和６年（２０２４年） 

３月２９日まで 

熊本市全域 

 
 
熊本県公告第６４５号 
  森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第１項の規定により地域森林計画をたてる
必要があるので、同法第６条第１項の規定により次のとおり公告し、当該地域森林計画の
案を縦覧に供する。 
 なお、当該地域森林計画の案に意見がある者は、縦覧期間満了の日までに、理由を付し
た文書をもって意見を申し立てることができる。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 
                                  熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 森林計画区の名称 緑川森林計画区 
２  縦覧期間 令和５年（２０２３年）１０月１７日から令和５年（２０２３年）１１月 
 ９日まで 
３ 縦覧場所 熊本県農林水産部森林局森林整備課、熊本県県央広域本部宇城地域振興局 

農林部林務課、熊本県県央広域本部上益城地域振興局農林部林務課、熊本県県北広域本
部農林水産部林務課、熊本県県北広域本部玉名地域振興局農林部林務課、熊本県県北広
域本部鹿本地域振興局農林部林務課、熊本県県北広域本部阿蘇地域振興局農林部林務課、
熊本県県南広域本部農林水産部林務課、熊本県県南広域本部芦北地域振興局農林部林務
課、熊本県県南広域本部球磨地域振興局農林部林務課及び熊本県天草広域本部農林水産
部林務課 
 

 
熊本県公告第６４６号 

 公  告 
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  森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第１項の規定に基づきたてた地域森林計画
を変更する必要があるので、同法第６条第１項の規定により次のとおり公告し、当該地域
森林計画の変更計画の案を縦覧に供する。 
 なお、当該地域森林計画の変更計画の案に意見がある者は、縦覧期間満了の日までに、
理由を付した文書をもって意見を申し立てることができる。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 
                                  熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 森林計画区の名称 白川・菊池川森林計画区 
           球磨川森林計画区 
           天草森林計画区 
２  縦覧期間 令和５年（２０２３年）１０月１７日から令和５年（２０２３年）１１月 
 ９日まで 
３ 縦覧場所 熊本県農林水産部森林局森林整備課、熊本県県央広域本部宇城地域振興局 

農林部林務課、熊本県県央広域本部上益城地域振興局農林部林務課、熊本県県北広域本
部農林水産部林務課、熊本県県北広域本部玉名地域振興局農林部林務課、熊本県県北広
域本部鹿本地域振興局農林部林務課、熊本県県北広域本部阿蘇地域振興局農林部林務課、
熊本県県南広域本部農林水産部林務課、熊本県県南広域本部芦北地域振興局農林部林務
課、熊本県県南広域本部球磨地域振興局農林部林務課及び熊本県天草広域本部農林水産
部林務課 
 

 
熊本県公告第６４７号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

 上益城郡益城町大字小谷字中高遊１１９３番９、同字小深迫１９８５番５、同字西高
遊２０８３番９、同２０８３番１０、同２０８３番１１、同字下石岸原２１３１番３１
工区  ２０，５５７．７３平方メートル 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
  大阪府大阪市北区梅田三丁目３番５号   

大和ハウス工業株式会社 
福岡県福岡市博多区上牟田二丁目１１番２４号 
大和ハウス工業株式会社九州支社 

 
 
 
 
 
熊本県がん対策推進会議公告第２号 
 令和５年度第２回熊本県がん対策推進会議を次のとおり開催する。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 
                          熊本県がん対策推進会議    
１ 開催日時 
  令和５年（２０２３年）１０月２３日（月曜日） 
  午後６時から午後７時３０分まで 
２ 開催場所 
  熊本県熊本市中央区本荘１丁目１－１ 
  熊本大学病院 東病棟１２階 多目的ホール３ 
３ 議題 
 （１）第４次熊本県がん対策推進計画素案について 
 （２）その他 
４ 傍聴者の定員  
  ５人 
５ 傍聴手続 
 （１）傍聴希望者は、会議の開始予定時刻までに当該会議の会場において受付のうえ、 
    事務局の指示に従い、会議の会場に入ることができる。 
 （２）傍聴手続きは先着順で行い、定員になり次第終了する。 
６ 問い合わせ先 
  熊本県熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 
  熊本県健康福祉部健康局健康づくり推進課 企画・がん対策班 
  （電話０９６－３３３－２２０８） 

 
 
熊本県警察本部告示第１１号 
 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３

 登載依頼 
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７２号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり競争入札に参
加する者に必要な資格等について告示する。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 

熊本県警察本部長 宮 内 彰 久 
１ 競争入札に付する事項 
  熊本県警察統合ＯＡシステム用パソコン等（令和５年度（２０２３年度）導入分）の 
 賃貸借 
２ 入札参加資格 
  物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（平成 
 １８年熊本県告示第５２１号。以下「要綱」という。）による審査の上、入札参加資格 
 を有すると決定された者のうち業務区分が「委託」に登録されている者であること。 
  なお、入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、３に定める 
 ところにより、要綱による審査（以下「資格審査」という。）を受け、入札参加資格を 
 得ること。 
３ 入札参加資格を得るための申請方法等 
 (1) 申請の方法 
   ２の入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、要綱に定め 
  る競争入札参加資格審査申請書（本競争入札参加のための申請である旨を明示するこ 
  と。）に必要書類を添付し、(2)の場所に持参又は郵送により提出すること。 
 (2) 競争入札参加資格審査申請書の入手先及び提出場所並びに申請に関する問合せ先 
   熊本県出納局管理調達課管理班 
   郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 
   電話番号 ０９６－３３３－２５８１ 
 (3) 競争入札参加資格審査申請書の受付期間 
   公告の日から令和５年（２０２３年）１０月２７日（金）午後５時までとする。た 
  だし、受付期間終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、資格審査が 
  入札に間に合わないことがある。 
 (4) 競争入札参加資格審査結果の通知 
   資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
 (5) 入札参加資格の有効期間 
   入札参加資格の有効期間は、資格審査の結果を通知した日から令和８年（２０２６ 
  年）３月３１日までとする。 
 (6) 有効期間の更新手続 
   (5)の有効期間の更新を希望する者に対しては、要綱に基づく競争入札参加資格審査 
  申請の受付を令和７年（２０２５年）９月１日から令和７年（２０２５年）１０月３ 
  １日（熊本県の休日を定める条例（平成元年熊本県条例第１０号）第１条第１項各号 
  に掲げる日を除く。）まで行う。 

 
 
熊本県警察本部公告第１０２号 
 一般競争入札に付するので地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め
る政令（平成７年政令第３７２号）第６条の規定により次のとおり公告する。 
    令和５年（２０２３年）１０月１７日  
                      熊本県警察本部長 宮 内 彰 久 
１ 競争入札に付する事項 
 (1) 業務の名称 
   熊本県警察統合ＯＡシステム用パソコン等（令和５年度（２０２３年度）導入分）

の賃貸借 
  (2) 借入物品及び数量 
   熊本県警察統合ＯＡシステム用パソコン等 一式  
 (3) 業務に係る発注・契約担当部局 
   熊本県警察本部警務部情報管理課システム運用係（熊本県庁警察棟４階） 
   郵便番号 ８６２－８６１０ 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 
 (4) 業務に係る入札担当部局 
   熊本県出納局管理調達課調達班（熊本県庁行政棟本館２階） 
   郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 
 (5) 借入物品の規格、品質等 
   熊本県警察統合ＯＡシステム用パソコン等（令和５年度（２０２３年度）導入分）

の賃貸借に係る要求仕様書（以下「仕様書」という。）による。 
 (6) 契約期間 
   契約締結の日から令和１１年（２０２９年）１２月３１日（月）まで 
 (7) 借入期間 
   令和６年（２０２４年）４月１日（月）から令和１１年（２０２９年）１２月３１

日（月）まで 
 (8) 納入期限 
   令和６年（２０２４年）３月２９日（金）まで 
 (9) 納入場所 
   仕様書のとおりとする。                
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 (10)入札方式（紙入札併用案件） 
   この入札は、電子入札システムを使用して行う電子入札対象案件であるが、紙入札    

による入札ができる。ただし、電子入札システムの利用者登録を既に行っている者に
ついては、公告後、次のアからウまでのいずれかに該当し、かつ、４(3)アの電子入札 

  システムによる入札期間内に熊本県に熊本県電子入札システム紙入札移行承認願を提
出し、熊本県の承認を受けた者を除き、紙入札による入札はできない。 
ア 入札参加者側のシステム障害により電子入札の続行が不可能と認められる者 
イ 登録してある電子入札用電子証明書（以下「ＩＣカード」という。）が失効、閉

塞、破損等で使用できなくなり、ＩＣカードの再取得を準備している者 
ウ 名称、住所及び代表者等の変更によりＩＣカードの再取得を準備している者 

 (11)入札金額 
   入札金額は、賃借料１月当たりの借入代金とする。見積に当たっては、６９月賃借

料率で計算すること。落札決定に当たっては、入札金額に当該金額の１００分の１０
に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を
切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１
１０分の１００に相当する金額により入札すること。 

 (12)仕様書に特段の定めがない事項については、熊本県競争契約入札心得（昭和３９年
熊本県告示第４２０号）の規定を準用し、及び熊本県電子入札（物品調達・業務委託
等）運用基準の規定を適用する。 

 (13)最低制限価格の設定 
   この入札は、最低制限価格を設けない。 
２ 入札参加者の必要な資格に関する事項 
  次の(１)から (６)までに定める条件の全てを満たす者であること。 
 (1) 物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（平

成１８年熊本県告示第５２１号。）による審査の上、入札参加資格を有すると決定さ
れた者のうち業務区分が「委託」に登録されている者であること。 

なお、入札参加資格を有していない場合は、次のアからエまでのとおり競争入札参 
加資格審査申請を受け付ける。また、入札参加資格を有している場合で、本入札に参
加するために登録内容の変更が必要なときは、入札参加資格申請内容変更届を次のア
の受付期間以降も随時受け付けるが、３(３)の提出期間の末日までに登録内容の変更が
間に合わない場合がある。 
ア 競争入札参加資格審査申請書（入札参加資格申請内容変更届を含む。）の受付期

間 
  公告の日から令和５年（２０２３年）１０月２７日（金）午後５時まで 
イ 競争入札参加資格審査申請書の提出先 
  熊本県出納局管理調達課管理班（熊本県庁行政棟本館２階） 
  郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 
ウ 競争入札参加資格審査申請書等の様式、手引等 
  熊本県庁ホームページの管理調達課ページからダウンロードすること。 
エ 提出の方法 

 イの提出先へ本公告の写しを添付の上、持参し、又は郵送するものとする。郵送
する場合は、アの受付期間内に必着とする。 

(2) 仕様書の内容を満たしていること。これを保証するため、機能等証明書及び納入機
器等一覧を令和５年（２０２３年）１０月２７日（金）午後５時までに１(3)の発注・
契約担当部局に提出し、機能等証明書技術審査結果通知書により承認を受けた者であ
ること。 

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申
立てを行った者又は申立てをなされた者にあっては、裁判所から当該申立てに係る更
生計画認可の決定を受けていること。 

(4) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申
立てを行った者又は申立てをなされた者にあっては、裁判所から当該申立てに係る再
生計画認可の決定を受けていること。 

(5) 次に掲げる事項のいずれにも該当しない者であること。 
 ア 役員等に暴力団員等があるとき、又は暴力団密接関係者であるとき。 
 イ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると  

き。 
 ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する  

など、積極的に暴力団の維持又は運営に協力し又は関与しているとき。 
 エ 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を  

加える目的をもって、暴力団の威力又は暴力団員等を利用するなどしているとき。 
 オ 役員等が、暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしてい  

るとき。 
※ 暴力団、暴力団員、暴力団員等及び暴力団密接関係者とは、熊本県暴力団排除 

条例（平成２２年熊本県条例第５２号）第２条に規定するものをいう。 
※ 役員等とは、個人である場合はその者、法人である場合はその役員又は契約事 

務の権限を委任されている若しくは本業務に従事する予定の支店長、営業所長そ 
の他の者をいう。 
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※ 「暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係」とは、暴力団員等が 
参加する会合等に出席すること、会合等に暴力団員等を招待すること、又は、暴 
力団員等と会食、遊技等の交遊が継続的に行われている場合をいう。  

(6) 熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停止等の措置要領（平成１４年熊
本県告示第８１１号）第２条第１項の規定による指名停止の期間中でないこと。 

３ 入札参加のための確認申請 
 (1) 提出書類 

 この入札に参加を希望する者は、２(２)から (５)までに定める条件の全てを満たす者で
あることの確認を受けるため、次に掲げる書類を提出すること。 
ア 機能等証明書技術審査結果通知書 
イ 競争入札参加資格確認申請書      

 ウ 役員等一覧 
 (2) 提出方法 

 電子入札システムにより入札する場合は、(1)アからウまでに掲げる書類をＰＤＦ形
式で１つのファイルに集約の上、電子入札システムにより提出すること。ただし、(1) 
アに掲げる書類に添付する(1)イ及びウの書類の電子データの容量が３メガバイトを超
える等１つのファイルに集約できない場合は、(1)イ及びウに掲げる書類の目録を(1)ア 
に掲げる書類に添付して電子入札システムにより提出し、(1)イ及びウに掲げる書類は、 
(3)の提出期間内（必着）に郵送（書留郵便に限る。）又は持参により提出すること。 
 なお、入札及び熊本県との契約の締結権限のない者のＩＣカードを使用して提出さ
れた競争入札参加資格確認申請は無効とする。また、紙入札により入札する場合は、 
(1)アからウまでに掲げる書類を書面で(3)の提出期間内（必着）に郵送（書留郵便に限
る。）又は持参により提出すること。 

 (3) 提出期間 
   公告の日から令和５年（２０２３年）１１月１７日（金）午後５時まで 
 (4) 提出先 

１(4)の入札担当部局 
 (5) 確認結果の通知 
   電子入札システムでの提出があった場合は電子入札システムにより、書面での提出

があった場合は競争入札参加資格確認結果通知書により通知する。 
４ 入札手続等 

(1) 仕様等に対する質問の受付期間 
   １ (３)の発注・契約担当部局において公告の日から令和５年（２０２３年）１１月１

７日（金）午後５時まで受け付ける。 
 (2) 仕様書及び入札に関する質問に対する回答の閲覧並びに入札書等の様式及び入札説

明書の取得 
   入札情報公開サービスシステム及び１(３)の発注・契約担当部局において公告の日か

ら令和５年（２０２３年）１１月３０日（木）まで行う。 
 (3) 入札の方法 

ア 電子入札システムによる入札の方法 
  電子入札システムによる入札参加資格確認結果の通知を受けた日から令和５年

（２０２３年）１１月２９日（水）午後５時までに電子入札システムにより入札す
ること。 

イ 紙入札による入札の方法 
(ア) 日時 令和５年（２０２３年）１１月３０日（木）午前１０時 
(イ) 場所 １(４)の入札担当部局 
(ウ) 入札書の提出方法 

 くじ番号を記載した入札書（代理人が入札するときは、くじ番号を記載した入 
札書及び委任状）を(ア)の日時に(イ)の場所へ持参し、提出すること。ただし、郵送
により提出を行うときは、令和５年（２０２３年）１１月２９日（水）（必着）
までに１(４)の入札担当部局へ書留郵便で送付することとする。当該送付において
は、封筒は、二重封筒で表封筒に「入札書在中」及び「親展」と朱書するととも
に、中封筒の表に１(１)の業務の名称及び開札日時を朱書し、中封筒の中に入札書
を入れること。再入札を想定する場合には、別の中封筒の表に「再入札書」と朱
書した上で、１(１)の業務の名称を朱書し、中封筒の中に再入札書を入れること。 

 (4) 開札の方法及び日時 
 開札は、電子入札システムにおいて(３)イ (ア)の日時に行う。ただし、紙入札による入
札をした者がいる場合は、当該入札に参加した者又はその代理人の立会い（郵送によ
り入札書を提出した場合等これらの者が立ち会えない場合は、当該入札の執行事務に
関係のない熊本県の職員）の下に(３)イ (イ)の場所で開札を行うものとする。 

 (5) 入札の回数、再入札の日時等 
   入札回数は、２回までとする。１回目の開札後に落札者が決定しない場合は、再入

札を行うものとする。原則として再入札は、開札時刻の１時間後に設定するので、電
子入札システムで入札を行った者は、電子入札システムにおいて再入札の通知を受け
たときから再入札通知書に掲げる日時までに再入札を行うこと。 

  なお、再入札の受付締切日時までに再入札を行わなかった者及び書面により入札書
を郵送した者で再入札書の提出がなかったものは、再入札を辞退したものとみなす。 

 (6) 入札の無効 
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 次のアからオまでのいずれかに該当する入札は、無効とし、既に行った入札の引換
え、変更及び取消しをすることはできない。また、落札者が無効の入札を行ったこと
が判明した場合は、その落札の決定を取り消すものとする。 
ア 熊本県競争契約入札心得第８条各号（第３号を除く。）のいずれかに該当する入

札 
イ 錯誤による入札であると入札執行者が認めた入札 
ウ 電子入札システムによる入札において入札金額等必要な事項が入力されていない

入札 
エ 電子入札システムによる入札において入札及び熊本県との契約の締結権限のない

者のＩＣカードを使用して行った入札 
オ 紙入札による入札において入札書にくじ番号の記入がない入札 

 (7) 入札の中止等 
   入札に参加する者が連合し、又は不穏な行動をした場合等において、入札を公正に

執行することができないと認められるときは、当該入札の参加者を入札に参加させず、
又は入札の執行を延期し、若しくは取りやめることがある。 

 (8) 入札金額の錯誤 
 入札参加者は、入札参加者が行った入札において、明らかに次のア及びイのいずれ
かに該当する入札であることが判明した場合は、直ちにその旨を１(４)の入札担当部局
に申し出るとともに入札金額錯誤届を提出すること。ただし、当該申出及び入札金額
錯誤届の提出は４(３)アの電子入札システムによる入札期間内とする。 

      １ (４)の入札担当部局は申出及び入札金額錯誤届の提出を行った者から、内容につい
て事情聴取を行い、次のア及びイのいずれかに該当すると認められる場合は、当該入
札を無効とすることができる。 

    ア 入札金額の総額と単価の取り違い 
    イ 入札金額の単位の誤り 
 (9) 落札者の決定方法 

 開札後、熊本県会計規則（昭和６０年熊本県規則第１１号）第８９条の規定により
作成された予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 
る。この場合において、落札者となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、 
電子入札システムによる電子くじを実施し、落札者を決定する。 

 (10)入札保証金 
   免除する。 
５ 契約について 
 (1) 契約書の作成の要否 

要 
 (2) 契約の締結期限 
   落札者の決定の日から起算して１０日（熊本県の休日を定める条例（平成元年熊本

県条例第１０号）第１条第１項各号に掲げる日の日数は、算入しない。）を経過した
日 

 (3) 落札者からの契約締結の申出期限 
   落札者の決定の日から起算して５日（熊本県の休日を定める条例第１条第１項各号

に掲げる日の日数は、算入しない。）を経過した日 
 (4) 契約保証金 
   契約をしようとする者は、次のア及びイのとおり、熊本県会計規則第７７条第１項

の規定により、契約金額（１月当たりの賃借料）に借入月数（６９月）を乗じて得た
額の１００分の１０以上の金額を納付しなければならない。ただし、契約保証金の納
付は、同条第２項各号に規定する担保の提供をもって代えることができ、同規則第７
８条各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金を免除することができる。 

  ア 納付期限 (3)の申出期限 
  イ 提出場所 １(3)の発注・契約担当部局 
６ その他 
 (1) 入札、契約等の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とす

る。  
 (2) この調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づく政府調達に関する協定の適用を受け 

る。 
７ 問合せ 
 (1) 問合せ先 

ア 入札の業務内容全般（仕様書、確認申請等）に関すること。 
  熊本県警察本部警務部情報管理課システム運用係 
  電話番号 ０９６－３８１－０１１０（内線２４４７） 

ファックス番号 ０９６－３８１―２０４８ 
イ 競争入札参加資格審査申請に関すること。 
  熊本県出納局管理調達課管理班 

電話番号 ０９６－３３３－２５８１ 
ファックス番号 ０９６－３８１－９０１０ 

ウ 入札手続（紙入札移行承認等）に関すること。 
  熊本県出納局管理調達課調達班 

電話番号 ０９６－３３３－２５８０ 



令和 5年(2023 年)10 月 17 日 火曜  熊 本 県 公 報         第１３２７４号 12 

ファックス番号 ０９６－３８１－９０１０ 
エ 電子入札システムの操作方法に関すること。 

くまもと県市町村電子入札コールセンター 
電話番号 ０９６－３７３－２０３２ 
ファックス番号 ０９６－３７０－５４５５ 

 (2) 受付時間 
 午前８時３０分から午後５時１５分まで（熊本県の休日を定める条例第１条第１項
各号に掲げる日を除く。） 

８ Ｓｕｍｍａｒｙ 
 (1) Name of Items Leased and Quantity : 

A set of personal computers for Kumamoto Prefectural Police 
 (2) Date and Place for tender： 

Date:November 30th 2023,10:00 am 
Place: Kumamoto Prefectural Government Treasury Bureau, 

Management and Purchasing Division 
（2nd floor of Prefectural Government Main Building） 

 (3) Name of Department in Charge of Bidding Contract 
   Kumamoto Prefectural Police Headquarters Police Administration Department, 

Information Management division  
6-18-1 Suizenji,  Chuo ku，Kumamoto City, Kumamoto Prefecture     
862-8610, Japan 

     Phone: 096-381-0110(2447) 
 (4) Other  
   Language: Japanese 

Currency: Japanese Yen 
 

 
熊本県警察本部告示第１２号 
 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３
７２号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり競争入札に参
加する者に必要な資格等について告示する。 
  令和５年（２０２３年）１０月１７日 

熊本県警察本部長 宮 内 彰 久 
１ 競争入札に付する事項 
  熊本県警察放置駐車違反管理システム関連機器の賃貸借 
２ 入札参加資格 
  物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（平成 
 １８年熊本県告示第５２１号。以下「要綱」という。）による審査の上、入札参加資格 
 を有すると決定された者のうち業務区分が「委託」に登録されている者であること。 
  なお、入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、３に定める 
 ところにより、要綱による審査（以下「資格審査」という。）を受け、入札参加資格を 
 得ること。 
３ 入札参加資格を得るための申請方法等 
 (1) 申請の方法 
   ２の入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、要綱に定め 
  る競争入札参加資格審査申請書（本競争入札参加のための申請である旨を明示するこ 
  と。）に必要書類を添付し(2)の場所に持参又は郵送により提出すること。 
 (2) 競争入札参加資格審査申請書の入手先及び提出場所並びに申請に関する問合せ先 
   熊本県出納局管理調達課管理班（熊本県庁行政棟本館２階） 
   郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 
   電話番号 ０９６－３３３－２５８１ 
 (3) 競争入札参加資格審査申請書の受付期間 
   公告の日から令和５年（２０２３年）１１月１日（水）午後５時までとする。ただ 
  し、受付期間終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、資格審査が入 
  札に間に合わないことがある。 
 (4) 競争入札参加資格審査結果の通知 
   資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
 (5) 入札参加資格の有効期間 
   入札参加資格の有効期間は、資格審査の結果を通知した日から令和８年（２０２６ 
  年）３月３１日までとする。 
 (6) 有効期間の更新手続 
   (5)の有効期間の更新を希望する者に対しては、要綱に基づく入札参加資格審査申請 
  の受付を令和７年（２０２５年）９月１日から令和７年（２０２５年）１０月３１日 
  （熊本県の休日を定める条例（平成元年熊本県条例第１０号）第１条第１項各号に掲 
  げる日を除く。）まで行う。 
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熊本県警察本部公告第１０３号 
一般競争入札に付するので地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る政令（平成７年政令第３７２号）第６条の規定により次のとおり公告する。 
令和５年（２０２３年）１０月１７日 

熊本県警察本部長 宮 内 彰 久 
１ 競争入札に付する事項 

(1) 業務の名称 
熊本県警察放置駐車違反管理システム関連機器の賃貸借 

(2) 業務に係る発注・契約担当部局 
熊本県警察本部交通部交通指導課駐車対策係（熊本県庁警察棟１階） 
郵便番号 ８６２－８６１０ 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 ０９６－３８１－０１１０（内線５１２５） 
ファックス番号 ０９６－３８１－００３３ 

(3) 業務に係る入札担当部局 
熊本県出納局管理調達課調達班（熊本県庁行政棟本館２階） 
郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 ０９６－３３３－２５８０ 
ファックス番号 ０９６－３８１－９０１０ 

(4) 借入物品及び数量 
熊本県警察放置駐車違反管理システム関連機器 １式 

(5) 借入物品の規格、品質等 
熊本県警察放置駐車違反管理システム関連機器仕様書（以下「仕様書」という。）

による。 
(6) 契約期間 

契約締結の日から令和１０年（２０２８年）１２月３１日（日）まで 
(7) 借入期間 

令和６年（２０２４年）４月１日（月）から令和１０年（２０２８年）１２月３１
日（日）まで 

(8) 納入期限 
令和６年（２０２４年）３月３１日（日）まで 

(9) 納入場所 
仕様書による。 

(10)入札方式（紙入札併用案件） 
この入札は、電子入札システムを使用して行う電子入札対象案件であるが、紙入札

による入札ができる。ただし、電子入札システムの利用者登録を既に行っている者に
ついては、公告後、次のアからウまでのいずれかに該当し、かつ、４(３)アの電子入札 
システムによる入札期間内に熊本県に熊本県電子入札システム紙入札移行承認願を提
出し、熊本県の承認を受けた者を除き、紙入札による入札はできない。 
ア 入札参加者側のシステム障害により電子入札の続行が不可能と認められる者 
イ 登録してある電子入札用電子証明書（以下「ＩＣカード」という。）が失効、閉

塞、破損等で使用できなくなり、ＩＣカードの再取得を準備している者 
ウ 名称、住所及び代表者等の変更によりＩＣカードの再取得を準備している者 

(11)入札金額 
入札金額は、１月当たりの賃借料（保守込み）とする。見積に当たっては、５７月

賃借料率で計算すること。落札決定に当たっては、入札金額に当該金額の１００分の
１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端
数を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額
の１１０分の１００に相当する金額により入札すること。 

(12)仕様書に特段の定めがない事項については、熊本県競争契約入札心得（昭和３９年
熊本県告示第４２０号）の規定を準用し、及び熊本県電子入札（物品調達・業務委託
等）運用基準の規定を適用する。 

(13)最低制限価格の設定 
この入札は、最低制限価格を設けない。 

２ 入札参加者の必要な資格に関する事項 
次の(1)から(6)までに定める条件の全てを満たす者であること。 

(1) 物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（平
成１８年熊本県告示第５２１号）による審査の上、入札参加資格を有すると決定され
た者のうち業務区分が「委託」に登録されている者であること。 

なお、入札参加資格を有していない場合は、次のアからエまでのとおり競争入札参
加資格審査申請を受け付ける。また、入札参加資格を有している場合で、本入札に参
加するために登録内容の変更が必要なときは、入札参加資格申請内容変更届を、次の
アの受付期間以降も随時受け付けるが、３(3)の提出期間の末日までに登録内容の変更
が間に合わない場合がある。 
ア 競争入札参加資格審査申請書（入札参加資格申請内容変更届を含む。）の受付期

間 
公告の日から令和５年（２０２３年）１１月１日（水）午後５時まで 

イ 競争入札参加資格審査申請書提出先 
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熊本県出納局管理調達課管理班（熊本県庁行政棟本館２階） 
郵便番号 ８６２－８５７０ 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 

ウ 競争入札参加資格審査申請書等の様式、手引等 
熊本県庁ホームページの管理調達課ページからダウンロードすること。 

エ 提出の方法 
イの提出先へ本公告の写しを添付の上、持参し、又は郵送するものとする。郵送

する場合は、アの受付期間内に必着とする。 
(2) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申

立てを行った者又は申立てをなされた者にあっては、裁判所から当該申立てに係る更
生計画認可の決定を受けていること。 

(3) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申
立てを行った者又は申立てをなされた者にあっては、裁判所から当該申立てに係る再
生計画認可の決定を受けていること。  

(4) 仕様書の内容を満たしていること。これを保証するため、機能等証明書及び納入物
品仕様一覧を令和５年（２０２３年）１１月１日（水）午後５時までの間に１(2)の発
注・契約担当部局に提出し、審査を受け機能等証明書技術審査結果通知書の交付を受
けていること。 

(5) 次に掲げる事項のいずれにも該当しない者であること。 
ア 役員等に暴力団員等があるとき、又は暴力団密接関係者であるとき。 
イ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると

き。 
ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など、積極的に暴力団の維持又は運営に協力し又は関与しているとき。 
エ 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団の威力又は暴力団員等を利用するなどしているとき。 
オ 役員等が、暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしてい

るとき。 
※ 暴力団、暴力団員、暴力団員等及び暴力団密接関係者とは、熊本県暴力団排除

条例（平成２２年熊本県条例第５２号）第２条に規定するものをいう。 
※ 役員等とは、個人である場合はその者、法人である場合はその役員又は契約事

務の権限を委任されている若しくは本業務に従事する予定の支店長、営業所長そ
の他の者をいう。 

※ 「暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係」とは、暴力団員等が
参加する会合等に出席すること、会合等に暴力団員等を招待すること、又は、暴
力団員等と会食、遊技等の交遊が継続的に行われている場合をいう。 

(6) 熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停止等の措置要領（平成１４年熊
本県告示第８１１号）第２条第１項の規定による指名停止の期間中でないこと。 

３ 入札参加のための確認申請 
(1) 提出書類 

この入札に参加を希望する者は、２(2)から(5)までに定める条件の全てを満たす者で
あることの確認を受けるため、次に掲げる書類を提出すること。 
ア 競争入札参加資格確認申請書 
イ 機能等証明書技術審査結果通知書 
ウ 役員等一覧 

(2) 提出方法 
電子入札システムにより入札する場合は、(1)アからウに掲げる書類をＰＤＦ形式で

１つのファイルに集約の上、電子入札システムにより提出すること。ただし、(1)アに
掲げる書類に添付する(1)イ及びウに掲げる書類の電子データの容量が３メガバイトを
超える等１つのファイルに集約できない場合は、(1)イ及びウに掲げる書類の目録を(1)
アに掲げる書類に添付して電子入札システムにより提出し、(1)イ及びウに掲げる書類
は(3)の提出期間内（必着）に郵送（書留郵便に限る。）又は持参により提出すること。 

なお、入札及び熊本県との契約の締結権限のない者のＩＣカードを使用して提出さ 
れた競争入札参加資格確認申請は、無効とする。また、紙入札により入札する場合は、 
(１)アからウに掲げる書類を書面で(３)の提出期間内（必着）に郵送（書留郵便に限る。）
又は持参により提出すること。 

(3) 提出期間 
公告の日から令和５年（２０２３年）１１月１日（水）午後５時まで 

(4) 提出先 
１(3)の入札担当部局 

(5) 確認結果の通知 
電子入札システムでの提出があった場合は電子入札システムにより、書面での提出

があった場合は競争入札参加資格確認結果通知書により通知する。 
４ 入札手続等 

(1) 仕様書等に対する質問の受付期間 
１(2)の発注・契約担当部局において公告の日から令和５年（２０２３年）１１月２

０日（月）午後５時まで受け付ける。 
(2) 仕様書及び入札に関する質問に対する回答の閲覧並びに入札書等の様式及び入札説

明書の取得 
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入札情報公開サービスシステム及び１(2)の発注・契約担当部局において公告の日か
ら令和５年（２０２３年）１１月３０日（木）まで行う。 

(3) 入札の方法 
ア 電子入札システムによる入札の方法 

 電子入札システムによる入札参加資格確認結果の通知を受けた日から令和５年（ 
２０２３年）１１月２９日（水）午後５時までに電子入札システムにより入札する
こと。 

イ 紙入札による入札の方法 
(ア) 日時 令和５年（２０２３年）１１月３０日（木）午前１０時 
(イ) 場所 １(3)の入札担当部局 
(ウ) 入札書の提出方法 

くじ番号を記載した入札書（代理人が入札するときは、くじ番号を記載した入
札書及び委任状）を(ア)の日時に(イ)の場所へ持参し、提出すること。ただし、郵送
により提出を行うときは、令和５年（２０２３年）１１月２９日（水）午後５時
（必着）までに１(3)の入札担当部局へ書留郵便で送付することとする。当該送付
においては、封筒は、二重封筒で表封筒に「入札書在中」及び「親展」と朱書す
るとともに、中封筒の表に１(1)の業務の名称及び開札日時を朱書し、中封筒の中
に入札書を入れること。再入札を想定する場合には、別の中封筒の表に「再入札
書」と朱書した上で、１(1)の業務の名称を朱書し、中封筒の中に再入札書を入れ
ること。 

(4) 開札の方法及び日時等 
開札は、電子入札システムにおいて(3)イ (ア)の日時に行う。ただし、紙入札による入

札をした者がいる場合は、当該入札に参加した者又はその代理人の立会い（郵送によ
り入札書を提出した場合等これらの者が立ち会えない場合は、当該入札の執行事務に
関係のない熊本県の職員）の下に(3)イ (イ)の場所で開札を行うものとする。 

(5) 入札の回数及び再入札の日時等 
入札回数は、２回までとする。１回目の開札後に落札者が決定しない場合は、再入

札を行うものとする。原則として再入札は、開札時刻の１時間後に設定するので、電
子入札システムで入札を行った者は、電子入札システムにおいて再入札の通知を受け
たときから再入札通知書に掲げる日時までに再入札を行うこと。 

なお、再入札の受付締切日時までに再入札を行わなかった者及び書面により入札書
を郵送した者で再入札書の提出がなかったものは、再入札を辞退したものとみなす。 

(6) 入札の無効 
次のアからオまでのいずれかに該当する入札は、無効とし、既に行った入札の引換

え、変更及び取消しをすることはできない。また、落札者が無効の入札を行ったこと
が判明した場合は、その落札の決定を取り消すものとする。 
ア 熊本県競争契約入札心得第８条各号（第３号を除く。）のいずれかに該当する入

札 
イ 錯誤による入札であると入札執行者が認めた入札 
ウ 電子入札システムによる入札において入札金額等必要な事項が入力されていない

入札 
エ 電子入札システムによる入札において入札及び熊本県との契約の締結権限のない

者のＩＣカードを使用して行った入札 
オ 紙入札による入札において入札書にくじ番号の記入がない入札 

(7) 入札金額の錯誤 
入札参加者は、入札参加者が行った入札において、明らかに次のア及びイのいずれ

かに該当する入札であることが判明した場合は、直ちにその旨を１(3)の入札担当部局
に申し出るとともに入札金額錯誤届を提出すること。ただし、当該申出及び入札金額
錯誤届の提出は４(3)アの電子入札システムによる入札期間内とする。 

１(３)の入札担当部局は申出及び入札金額錯誤届の提出を行った者から、内容につい
て事情聴取を行い、次のア及びイのいずれかに該当すると認められる場合は、当該入
札を無効とすることができる。 
ア 入札金額の総額と単価の取り違い 
イ 入札金額の単位の誤り 

(8) 入札の中止等 
入札に参加する者が連合し、又は不穏な行動をした場合等において、入札を公正に 

執行することができないと認められるときは、当該入札の参加者を入札に参加させず、 
又は入札の執行を延期し、若しくは取りやめることがある。 

(9) 落札者の決定方法 
開札後、熊本県会計規則（昭和６０年熊本県規則第１１号）第８９条の規定により

作成された予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 
る。この場合において、落札者となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、 
電子入札システムによる電子くじを実施し、落札者を決定する。 

(10)入札保証金 
免除する。 

５ 契約について 
(1) 契約書の作成の要否 

要 
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(2) 契約の締結期限 
落札者の決定の日から起算して１０日（熊本県の休日を定める条例（平成元年熊本

県条例第１０号）第１条第１項各号に掲げる日の日数は、算入しない。）を経過した
日 

(3) 落札者からの契約締結の申出期限 
落札者の決定の日から起算して５日（熊本県の休日を定める条例第１条第１項各号

に掲げる日の日数は、算入しない。）を経過した日 
(4) 契約保証金 

契約をしようとする者は、次のア及びイのとおり、熊本県会計規則第７７条第１項
の規定により、契約金額（１月当たりの賃借料）に借入月数（５７月）を乗じて得た
金額の１００分の１０以上の金額を納付しなければならない。ただし、契約保証金の
納付は、同条第２項各号に規定する担保の提供をもって代えることができ、同規則第
７８条各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金を免除することができる。 
ア 納付期限 (3)の申出期限 
イ 提出場所 １(2)の発注・契約担当部局 

６ その他 
(1) 入札、契約等の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とす

る。 
(2) この調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づく政府調達に関する協定の適用を受け

る。 
７ 問合せ 

(1)  問合せ先 
ア 入札の業務内容全般（仕様書、確認申請等）に関すること。 

熊本県警察本部交通部交通指導課駐車対策係 
電話番号 ０９６－３８１－０１１０（内線５１２５） 
ファックス番号 ０９６－３８１―００３３ 

イ 競争入札参加資格審査申請に関すること。 
熊本県出納局管理調達課管理班 
電話番号 ０９６－３３３－２５８１ 
ファックス番号 ０９６－３８１－９０１０ 

ウ 入札手続（紙入札移行承認等）に関すること。 
熊本県出納局管理調達課調達班 
電話番号 ０９６－３３３－２５８０ 
ファックス番号 ０９６－３８１－９０１０ 

エ 電子入札システムの操作方法に関すること。 
くまもと県市町村電子入札コールセンター 
電話番号 ０９６－３７３－２０３２ 
ファックス番号 ０９６－３７０－５４５５ 

(2)  受付時間 
午前８時３０分から午後５時１５分まで（熊本県の休日を定める条例第１条第１項

各号に掲げる日を除く。） 
８ Ｓｕｍｍａｒｙ 

(1) Name and quantity of the service to be leased  
A set of “Illegally Parked Vehicles Management System Relate Equipment” for 
Kumamoto Prefectural Police in 2023 

(2) Date and Place for tender:   
Date :30th November 2023, 10:00am 
Place: Kumamoto Prefectural Government Treasury Bureau,Management and  
Purchasing Division 
（2nd floor of Prefectural Government Main building） 

(3) Name of Department in Charge of Bidding Contract 
Kumamoto Prefectural Police Headquarters 
Traffic Enforcement Division  
6-18-1 Suizenji, Chuo ku，Kumamoto City, Kumamoto Prefecture 
862-8610，Japan  
Phone: 096-381-0110(5125)  

(4) Other 
Language: Japanese   
Currency: Japanese Yen 

 
 
 
 




